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１．はじめに１

　知識や情報が経済・社会を駆動する主要な基盤

となる知識基盤社会が進展する中で，大学などに

よって担われる研究活動は，その成長を左右する

重要な要因となり，その卓越性は国際的な競争の

中で捉えられるようになっている。そのため，国

や大学などの研究成果の量や質を共通的な方法で

測定し比較することへの要望は増しており，その

際にしばしば定量的な指標として用いられるのが，

研究成果の代表的存在である学術論文のデータで

ある。

　日本においても，論文のデータを用いて研究活

動の成果を定量的に測定している例はこれまでに

も見られる。文部科学省科学技術政策研究所の

『科学技術指標　平成１６年度版』では，トムソン・

サイエンティフィック社（旧・ISI）の National 

Science Indicators 1981-2002（ Deluxe version）を

用いて分析を行っており，人文・社会科学を除く

自然科学・工学分野において，世界の中での日本

の論文発表数のシェアは１９８１～１９８５年には７.０％

であったが，１９９８～２００２年には１０.１％へと増加し

ており，米国に次いで世界第二位の論文産出国に

なっていることを示している（文部科学省科学技

術政研究所　２００４）。

　一方で，研究成果の質的側面の測定については，

論文が他の論文から引用された回数（被引用数）

がしばしば用いられる。被引用数は論文がその後

の研究に与えた影響の大きさを示すものであり，

論文の質を測定するものではないが，被引用数

とピアレビュー結果との相関がある程度は認め

られることから（Anderson et al. １９７８, Irvin １９８９, 

Rinia et al. １９９８, ２００１，林２００３など），研究の質を

一定程度には反映する指標として頻繁に用いられ

日本の研究パフォーマンスと研究実施構造の変遷

林　隆之＊，富澤　宏之＊＊

　

要　旨

　本稿では過去２０年間の日本の論文データを定量的に分析することにより，日本の研究活動のパフォーマ

ンスおよび研究実施者の構造がいかに変化したかを明らかにする。被引用数の高さに基づく論文分布を分

析した結果，日本は２０年間に被引用数の高い論文数を増してきた一方で，被引用数の低い論文のシェアが

継続的に高く，他の先進諸国とは異なる論文分布を有していることが示された。論文を生産している機関

をみると１９９０年代半ばまでは多くの大学が論文を生産するようになる分散化傾向を示していたが，被引用

数が上位１０％に入る論文に限ればその半数が８つの大学により産出されており，１９９０年代半ばからはわず

かに集中化に転じている。博士課程学生数や研究費の増加は多くの大学が研究活動を推進する基盤を形成

してきたが，それらの資源は総量の増加にもかかわらず少数の大学への集中度合いを変えておらず，これ

らの大学の競争力を増してきた一因となってきたと考えられる。
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ている。日本の論文の被引用数については，これ

まで『科学技術指標』や『科学技術白書』などで，

他の先進諸国の論文の被引用数と比べて低いこと

が指摘されてきている。被引用数のシェアを論文

数のシェアで除した値を「相対被引用比率（RCI）」

と呼ぶが，日本の RCIは１９８１～１９８５年には０.８６で

あり，１９９８～２００２年は０.８８であり，２０年間に渡っ

て１以下のままで大きく変わっていない。すなわ

ち，日本の論文は平均してみれば，数は多いがあ

まり引用されていないということになる。

　しかし，他方で Natureや Scienceなどの国際的

に著名な学術誌をみると，そこに掲載される日本

の論文数はこの２０年間で着実に数を増しており，

科学の知識生産への日本の貢献は増しているとい

う見方もできる。

　では，日本の研究パフォーマンスは影響力が平

均より低いまま変化していないのであろうか，そ

れとも改善しているのであろうか。また，そのよ

うな傾向はいかなる学術的要因や社会的要因に

よって生じてきたのであろうか。

　本稿では，論文データを詳細に分析することに

より，日本の研究パフォーマンスや研究活動を担

う実施者がいかに変化してきたかを明らかにする。

分析では，国レベル，大学や企業といったセク

ターレベル，ならびに個別大学や大学の設置形態

別レベルの３つの階層的レベルに渡って，過去２０

年間の論文生産の分布の変遷を追う。この２０年間

には，１９８０年代の科学技術政策の基礎研究シフト，

１９９０年代からの経済不況，１９９５年の科学技術基本

法と翌年の科学技術基本計画の策定と，研究を取

り巻く社会的状況に大きな変化を見ている。この

ような中で，日本の研究実施者の構造がいかに変

化し，それにより日本の研究パフォーマンスがど

のように変化してきたかを本分析では明らかにす

る。これにより，現在の日本の科学技術政策にお

ける課題を把握し，大学評価をはじめとして，研

究活動に外部から影響を与えようとする方策が，

どのような方向へと研究活動を誘引していくべき

であるかを検討する。

２．国レベルの研究パフォーマンスの変化

２．１　先行研究と分析方法

　上述のように国全体の被引用総数だけを見てい

ても，あるいは逆にトップレベルの学術誌におけ

る論文数だけを見ていても，日本の論文生産の全

体的特徴は明らかとはならない。そのため，被引

用数の高さごとに論文がどのように分布している

かを明らかにすることが求められる。

　このような分析は，少なくとも日本の全論文を

対象に被引用数を計測することを必要とする。さ

らに，研究分野によって被引用数の平均値は大き

く異なるため，研究分野間での比較可能性を担保

するためには被引用数の標準化を行わなければな

らず，そのためには日本以外も含めた全論文の被

引用数の分布を研究分野ごとに把握することが必

要となる。これには大規模なデータ処理が必要と

されるため，このような分析は国内外でほとんど

行われてこなかった。

　先行研究として，Butler（２００３a）は，論文では

なくジャーナルをその平均被引用数によって４つ

のグループに分類し，オーストラリアの大学の

シェアの分布を分析している。オーストラリアで

は大学の研究活動への一括補助金を，論文数など

の複数の指標によって算出するという方法をとっ

ている。Butlerの分析では，このような制度の導

入移行に，研究者が平均被引用数が低く査読が通

りやすいジャーナルを選択して，論文数を増すよ

うになったという興味深い結果を示している。こ

の分析では，研究者によるジャーナルの選択行為

を分析するために，ジャーナルの査読の厳しさを

代替する指標として，ジャーナルごとの平均被引

用数を用いている。一方で，本分析では査読とい

う事前の評価ではなく，論文が発表後にどれほど

の影響を与えたかを把握することが求められる。

雑誌の平均被引用数と個々の論文の実際の被引用

数にはずれがあることも指摘されており２，本分

析では論文ごとの被引用数を実際に計測する。

　また，van Raanらライデン大学の研究グループ

は，大規模なデータ処理により研究分野ごとの平

２　通常，一雑誌の中でも被引用数の分布は，極めて少数の論文が多くの引用を受けるという歪んだ形になる。そのため，

論文の実際の被引用数と掲載雑誌の平均被引用数（たとえばインパクトファクター）にはずれが生じることになる。詳

細は，調（２００４）を参照。
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均被引用数を算出し，大学評価などにおいて，評

価対象研究グループの論文の被引用数を平均被引

用数と比較している（その手法については van 

Raan　１９９６を参照）。一方で，本分析は，国全体の

論文を対象に分析を行い，そこから国レベルやそ

の内部のセクターや機関レベルの論文生産の構造

的特徴を明らかとするものであり，より大規模な

分析が必要とされる。

　本分析では，トムソン・サイエンティフィック

社が発行している Science Citation Index（以下

SCIと略す）CD-ROM版の１９８２年から２００３年まで

に収録された論文を分析対象とする。SCIは自然

科学系の全分野を対象とし，論文に記された参考

文献（reference）リストのデータを含んでいるこ

とから，引用分析に標準的に用いられているデー

タベースである。SCIにはWeb of Scienceで利用

可能なオンライン版の SCI-expandedもあるが，本

分析ではデータ収集が行いやすい CD-ROM版を

用いている。CD-ROM版はオンライン版より収

録論文数が若干少ないという問題があるが，それ

でも各年の収録論文数は１９８２年は５５０,０９６本，２００３

年は８８６,８０４本と巨大であり，年々増加している。

収録雑誌数は２００３年には３,７３３誌である。

　本分析では，SCIデータベースに収録された全

論文の被引用数を計測し，それらを研究分野ごと

に標準化した後に，集計を行う。具体的には，ま

ずSCIに収録された全論文の参考文献（reference）

リストから各参考文献の出現回数を計測し，SCI

に収録されている論文と照合して，被引用数を求

める。なお，参考文献リストには筆者によって表

記揺れがあるため，その修正を行った。すなわち，

ミドルネームの表記の有無の統合，ジャーナル名

の表記揺れの修正，および，年間５回以上引用さ

れているものについては，参考文献の著者名が研

究グループ名の場合に第一著者名に修正した。参

考文献リストと論文との照合は，第一著者の氏名，

ジャーナルのイニシャル，巻数，ページ数の４つ

を用いた。また，被引用数の測定は，２００３年まで

に引用された回数の合計値とした。そのため，出

版年が古い論文ほど被引用期間は長くなる。一方

で，２００３年に出版された論文は被引用期間が最大

でも１年間しかなく，ほとんど引用されていない

ため，妥当な分析を行うことができない。そのため，

以後に示す被引用分析では１９８２年から２００２年まで

に出版された論文を対象とした分析結果を示す３。

　次に論文の被引用数の標準化を行う。標準化の

方法はいくつか提案されているが（Shubert and 

Braun　１９９６），本分析では，分析対象の論文と同

じ年に出版され，同じ論文形態（article, review, 

letter, noteのいずれか）であり，同じ研究分野の

ジャーナルに掲載された全論文を比較対象群とし，

その中で被引用数によって論文をランキングした

場合に上位何％に位置するかという値により標準

化する４。

　分野分類については，トムソン・サイエンティ

フィック社がジャーナルごとに付与している１６８

の分野分類（２００２年の場合。分野の新設・統廃合

があるために年により変化する）を用いる。たと

えば，Journal of Biochemistryは「biochemistry & 

molecular biology」という分野分類に区分されて

いる。そのため，１９９６年の Journal of Biochemistry

誌に掲載された articleは，同年の「biochemistry 

& molecular biology」の分野分類に区分された雑

誌に掲載された全articleが比較対象群になる。一

雑誌に分野分類が複数付与されている場合には，

論文はそれぞれの分野分類に分数で計上する。ま

た，Natureや Scienceなどの「multidisciplinary」

（学際分野）という分類が付与された学術雑誌に

ついては，雑誌ごとではなく，論文ごとに再分類

した。すなわち，各論文が引用している論文（参

考文献）の掲載雑誌の分野分類の出現回数を集計

し，最も多く出現した分野分類に区分した。

　以上の方法によって，各論文の比較対象群を設

定し，その群の中での被引用数によるランキング

により標準化する。たとえば１０,０００本の比較対象

群の中で，被引用数で上位１００位に位置する論文

は，「被引用数上位１％」とされる。この標準ラン

クによって，各論文を，出版年・論文形態・分野

３　ただし，出版年が２００２年でも被引用期間は１～２年でしかなく，論文が引用されるまでの平均期間が長い研究分野に

とっては十分な期間ではない。そのため，以降の節で最近の状況について詳細な分析を行う場合には，２００１年以前の過

去３年程度を分析対象年として用いている。
４　標準化の方法の詳細については，林（２００３）を参照。
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ごとに上位２５％，２５─５０％，５０─７５％，７５─１００％の

４つのグループに区分する。また，上位２５％の中

でも，さらに被引用数の高いグループとして上位

１０％というグループを重複する形で作成した。

　

２．２　分析結果：日本の論文生産の特徴と他国との

差異

　図１は，２５％ごとの４つのグループと上位１０％

論文の合計５つのグループについて，日本の論文

のシェアの変遷を出版年による時系列で示したも

のである５。これは，前述のように，まず１６８分野

および４論文形態に分けて５つの被引用数グルー

プを作成して，その中の論文総数および日本の論

文数を計測した上で，次に，全分野・全論文形態

の合計値を５つの被引用数グループごとに集計し

て日本の論文のシェアを計測したものである６。

なお，ここでの「日本の論文」の計測は，著者の

所属機関に一つでも日本の住所の機関が入ってい

る論文は一本とカウントしている（このような計

測の仕方は「全数カウント」と呼ばれる。他方，

後の分析で用いるように，複数の機関からの著者

の共著の場合に，一論文当たりの所属機関数の逆

数を用いてカウントする計測方法は「分数カウン

ト」と呼ばれる）。

　図１からは，この２０年間にどのグループにおい

ても日本のシェアは増したことがわかる。被引用

数上位１０％論文の日本のシェアは１９８２年には

５.５％であったが，２００２年には８.７％にまで増加し

ている。前述のように，日本は他国よりも被引用

数の平均値が低いことが批判されてきたが，実際

には日本からの影響力のある研究成果の産出は

年々増している。

　しかしながら，日本のシェアが最も高いグルー

プは２０年間に渡って，被引用数で上位５０─７５％と

いう平均以下のグループである。また，被引用数

の順位が最下位のグループは１９９０年代から急速に

増加し，１９９９年にピークに達している。この結果

は，日本は影響力の高い論文の産出を増してきた

が，被引用数の低い論文をそれよりも高い割合で

産出しており，とくに１９９０年代にこの傾向が強

まったことを示している。

　だが，このような特徴は必ずしも全ての研究分

５　本稿では，全ての分析において，論文数そのものではなく，各年の SCIに収録された全論文の中でのシェアを示してい
る。これは，SCIの収録論文数自体が毎年増加しているため，論文数そのものを用いると，いずれも増加傾向を示すこ
とになり，論文グループ間での差異が明確にならないためである。一方で，中国や南米などの新たな論文生産国の出現

によって，日本の論文数が増したとしてもシェアは相対的に低下しうる。SCIにおけるシェアは，国や機関の国際的な
存在感の高さを示す指標として解釈すべきである。

６　なお，このような合計をとることによって，SCIに比較的に良くカバーされている研究分野の特徴が反映されやすいと
いう問題はある。ただし，２００１年の場合には，SCIに収録されている論文の中で生命科学領域（臨床医学，薬学，生物・
生化学，農学など）の論文は５３.７％であり，たとえば科研費における生物系の配分額割合が５１.４％，配分件数割合が
４６.８％（ともに２００１年）であることを考えると，生命科学系と非生命科学系のバランスはほぼ妥当と言える。しかし，
より詳細に見た場合には，分野によって影響力に差異が生じている可能性は十分にある。

図１　被引用数ごとの日本の論文数シェアの推移
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野に共通しているものではない。図２は１９９９年か

ら２００１年の３年間に出版された論文について，見

やすいように１６８分野を２０分野に集計して，それら

を二次元上に配置したものである。ただし，２０分

野のうち３分野は日本からの論文数が，極めて少

ないか０であるために図には現れていない。横軸

は被引用数上位１０％論文における日本のシェアで

あり，影響力の高い論文を日本がどの程度産んで

いるかという，日本の存在感の高さを示している。

縦軸は，全論文のシェアに対する被引用数上位

１０％論文のシェアの比であり，日本による論文産

出が被引用数の高い論文が多いのか，低い論文が

多いのかという論文産出の分布を示す。円の大き

さは日本の論文数に比例しており，生命科学領域

とそれ以外とで色分けしてある。

　結果は，材料科学，物理学，化学などの自然科

学分野では上位１０％論文における日本のシェアは

高く，また論文分布においても被引用数が高いグ

ループのシェアが比較的高い。一方で，論文数の

最も大きい臨床医学や，農学，薬理学などの生命

科学領域では，米国などの他国の論文産出の多さ

も影響し，双方の指標とも低い。このように，分

野ごとの違いは確かに存在する。しかしながら，

材料科学を除いた全ての分野において，全論文中

の日本のシェアと比べて，上位１０％論文中の日本

のシェアは低く，被引用数の高い論文の産出率が

相対的に低いことが示されている。

　しかし，この日本の分析結果を，直ちに否定的

に捉えることはできない。それは，被引用数が高

く影響力のある論文を生むためには，長期間の継

続的な研究活動が必要なことは多く，その過程で

被引用数の低い論文が多く産出されることは十分

に考えられるからである。もし日本に見られた特

徴が他の先進諸国でも共通に見られるのであれば，

このような解釈が成り立つ可能性がある。そのた

め，図３には，２０００年に出版された論文を対象に，

図３　各国の被引用数ごとの論文シェアの状況（２０００年）

図２　高被引用論文における日本のシェアと分布状況（１９９９－２００１年）

5 15
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日本を含めた幾つかの国について，同様の方法で

被引用数ランキングに基づく論文グループごとの

各国シェアを示している。

　米国についてみると，被引用数上位１０％の論文

の４割以上に米国の機関が著者として入っており，

被引用数が少ないグループになるにつれてシェア

を下げている。英国，独国，仏国，カナダは，米

国よりもシェアはだいぶ低いが，被引用数が高い

ほうがシェアが高いという傾向を同様に示してい

る。日本はこれらの国とは逆であり，被引用数７５

─１００％を除けば，被引用数が高いグループほど

シェアが低い。この傾向は中国や韓国に近いもの

であり，日本は論文数では第２位であっても，分

布の特徴は依然としてキャッチングアップ国に近

いものになっている。

２．３　データのバイアスの検討

　この結果を詳細に分析する前に，まずはデータ

ベースやデータ処理のバイアスの可能性を検討し

ておく必要があろう。文部科学省（２０００年以前は

科学技術庁）が毎年，大学や企業などの研究者を

対象に行っている調査「我が国の研究活動の実態

に関する調査報告」の１９９８年版では，「日本人論文

の被引用度が先進諸国に比べて低い理由」につい

て質問している。その中で最も回答が多かったの

は，「アブストラクトは英語であっても，本文が和

文の論文が多い」（４８.３％）であった。確かに，和

文の論文は外国人からはほとんど引用されないた

めに，全体の被引用数を下げることになる。しか

しながら，実際には２０００年の SCIに収録された和

文論文は１,２２６本であり，これは日本人が著者の論

文のわずか２％でしかなく，被引用数の分布に大

きく影響するものではない。

　次に多かった回答は，「英語表現上の問題で，同

じレベルの内容でも引用されにくい」（４３.５％）で

あった。このような言語上の問題が認識されてい

る一方で，多くの研究分野では英文で論文を書く

ことは通常の営みとなり，さらに，日本の学会も

多くの英文雑誌を出版するようになっている。実

際，２０００年の SCIには日本の学会が出版する８８の

英文雑誌の１１,３４２編の論文が収録されている。こ

れは日本の論文の１８.２％に相当する。

　しかし，これらの雑誌の中には，全ての掲載論

文の著者が日本人であるものも多くあり，その場

合には国際的認知度も低く，引用されることも限

られる。前出の図３には，日本の学会の英文雑誌

の論文を除いて，日本のシェアを算出した結果も

示してある。被引用数７５─１００％のグループでは

３６.７％が日本の学会の英文雑誌の論文であり，実

際に日本の被引用数を引き下げる効果を持ってい

た。これらを除けば，分布状況は望ましい状態に

ある程度は近づく。しかし，日本のシェアが５０─

７５％のグループで最も高いという傾向までは変わ

らなかった。

　また，言語の問題は別の問題も引き起こしうる。

日本人によって書かれた論文は，他国の論文と比

べて参考文献の数が少ない。この原因には，英文

文献を網羅的に調査することの労力が大きいこと

が挙げられよう。SCIの２００１年のデータを対象と

すると，日本人が著者に入っている論文は平均し

て２４.８本の論文を参考文献として引用しているの

に対して，米国は３４.１本，英国は３０.５本，ドイツは

３２.０本，フランスは３０.９本である。通常，著者は自

国の他の著者の論文群から引用を行う確率のほう

が，他国の著者の論文群から引用を行う確率より

も高い。そのため，日本人の論文に参考文献数が

少ないことは，日本の論文への被引用数が減少す

ることになる。もし日本が自国および他国の論文

を，米・英・独・仏の４カ国の平均値と同様の率

で引用したという仮想的条件のもとで計算をして

みると，２００１年の日本の RCIは０.９３から０.９７へと

上昇する８。

　以上のように，言語にともなういくつかの問題

が日本の被引用数を下げている可能性は考えられ

る。しかし，それらがたとえ解消した状態を仮想

しても，他の先進諸国のように，被引用数が高い

論文グループのシェアが最も高い状態にはならな

い。そのため，日本の研究活動の何らかの特徴が

被引用分析の結果には反映されていると考える

べきであろう。先述の科学技術庁によるアン

ケートにおいて３番目に多く挙げられた回答は

「研究内容に新規性・独創性のあるものが少な

７　ただし，２０分野のうち３分野は日本からの論文数が，極めて少ないか０であるために図には現れていない。
８　詳細については Hayashi and Tomizawa（２００６）を参照。
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い」（３４.４％）であった。

３．日本の研究実施セクター・実施機関
　　の変化

３．１　セクターごとのシェアの遷移

　もし被引用分析の結果が日本の研究パフォーマ

ンスを反映しているとすれば，なぜこのような特

徴が生じているのか。その社会的な要因を把握す

るためには，まず，どのような機関やセクターが

論文を産出しているのかを特定する必要がある。

各論文を機関やセクターごとに分類するためには，

論文に記された著者の所属機関名を用いる（たと

えば Katz 1995，Godin and Gingras 2000，Hayashi 

2003）。本分析では日本の研究実施機関を次のよ

うなセクターに分類した。大学（短大や大学校な

どの高等教育機関，および大学共同利用機関も含

む），国立研究所，準公的研究所（特殊法人など），

民間企業，非営利民間機関（財団法人など），病院

（大学病院を除く），その他である。なお，分析対

象期間が１９８２年～２００２年であるため，２００１年以降

に実施された独立行政法人化よりも前の分類を全

年に渡って用いる。

　分類では，まず「UNIV」「COLL」「HOSP」「CORP」

「LTD」などの，セクターを代表するキーワード

を用いて暫定的に分類を行った。次に，日本の研

究機関のリストである『全国試験研究機関名鑑』

および，JSTの「研究開発支援総合ディレクトリ

（ReaD）」を用いて，英語名の機関リストを作成

し，論文著者の所属機関名と照合した。なお，分

類が不可能であったもののうち，１年に１０回以上

出現したものについては手作業で可能な限り分類

を行った。これにより，日本の所属機関名のうち

でいずれかのセクターに分類不可能であったもの

は０.１％であった。

　図４は，SCIに収録されている全論文の中での，

日本の各セクターのシェアを示している。複数機

関の共著の場合は機関数に応じて各セクターに分

数で計上している。そのため日本と共著を行って

いる外国機関のシェアが，棒グラフの一番上に示

されている。

　まず，大学セクターをみると，データベース内

での日本の大学セクターの論文シェアは，１９８２年

の４.９％から上昇し続け，１９９９年の６.８％で最大値

となり，それ以降は２００２年の６.６％まで微減してい

る。すなわち，世界全体の科学研究の中での日本

の大学セクターの貢献度合いは１９９０年代の終わり

まで増大し続けてきたが，近年は新興国の台頭等

もあり，相対的に頭打ちとなっている。一方，日

本の論文の中だけでの大学シェアをみると，大学

セクターは１９８２年の７７.１％から１９９２年には７２.９％

まで減少したが，それでも７割以上という高い値

を維持し続けており，１９９２年以降はおおむね上昇

に転じ２００２年には７４.１％となっている。また，全

数カウントでみれば，１９８２─１９９５年では，日本の論

文のほぼ８０％に大学が少なくとも一機関は著者と

して入っており，それ以降は２００３年の８５％まで値

がわずかに上昇している。これらの結果からは，

知識生産における大学セクターの重要性は，他セ

クターの台頭のために分数カウントでは相対的な

貢献度合いは減少しているように見えるが，全数

図４　セクターごとの論文数シェア
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カウントでは８割の論文生産に関与し続けており，

さらに近年は国内での大学セクターの貢献度合い

が若干増加する傾向にあることが示されている。

　一方で大学以外のセクターをみると，その多く

が論文数を増加させている。特に顕著な伸びを見

せたのは，理研，JSTなどに代表される準公的機

関セクターであり，１９９６年の第一期科学技術基本

計画の開始以降に論文数で１.９倍になっている。ま

た，国立研究所は１９８０年代の基礎研究シフトによ

り論文数を継続して増加させており，同様に第一

期基本計画以降には１.５倍になっている。逆に，民

間企業は１９９２年から１９９６年をピークとして減少に

転じている。この間，民間企業は自社内の基礎研

究所を廃止や改組するなどして外部へ依存するよ

う転換し，バブル崩壊以降の経済不況がこの傾向

を促進させてきた。論文分析の結果では，特に物

理や化学分野がそれまで民間企業からの論文数が

多い分野であったが，１９９２年から２００２年の１０年間

でそれぞれ０.６２倍，０.７１倍へと減少している。

　大学以外のセクターについて，国レベルの分析

と同様に，被引用数によって論文をグループ化す

ると，準公的機関および非営利民間組織を除くセ

クターでは，国レベルと同様に５０─７５％の論文グ

ループにおいて最もシェアが高い。一方で，準公

的機関は上位１０％論文において最も高いシェアを

示しており，米国や英国などの傾向と類似してい

る。これらの機関では，研究業績の高い大学研究

者等をプロジェクトリーダーに据え，大学や企業，

公的研究機関からの期限付きの研究者の参加によ

るフレキシビリティの高い研究組織を構成するな

どしている例も多く，その結果として実際に影響

力の高い研究成果が産出されてきたことがわかる。

３．２　大学セクター内部での変化

　大学セクターは日本の論文の８０％に関与してい

るため，図１で示した日本の国レベルの特徴は大

学セクターの特徴を強く反映している。その内部

構造を調べるため，国立大学（２００２年で９９校），公

立大学（７５校），私立大学（５１２校），および，短大

（５４１校），高等専門学校（６２校），大学共同利用機

関（１５校）にさらに区分して分析する。ただし，

大学を単純に論文数の多さで並べてみると（図

５），上位の８つの大学（いずれも国立大学）はそ

の他の大学と比して論文数が多いため，国立大学

９９校から区分して図に示す。

　図６は，SCIの全論文の中でのシェアを示した

ものである。SCI全体の中での国立大学のシェア

は２００１年には４.８％であり，日本の大学セクター論

文のおよそ７０％を産出している。また，論文数の

多い８大学だけのシェアはこの２０年間で２.２─２.５％

の間で推移しており，８大学だけで日本の大学セ

クターの論文の３６.７％を産出している（共著は分

数カウントによる）。一方で，８大学以外の国立

大学および，公立大学，私立大学の SCIにおける

論文シェアは上昇しており，論文数でみれば，２０

年間で８大学の論文数は１.６倍に増加したのに対

図５　SCI に論文数の多い大学（２００１年）
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し，それ以外の国大，公大，私大はそれぞれ２.３倍，

２.５倍，２.３倍に増加している。つまり，この２０年間

の日本の論文シェアの伸びは，論文数の多い少数

の大学よりも，それ以外の多くの大学から論文生

産が増加したことがより貢献している９。

　次に，被引用数によって論文をグループ化した

場合をみる。被引用数上位１０％の論文に限った場

合においても同じ８大学が論文数の多い上位大学

であるが，この８大学だけで日本の大学セクター

の被引用数上位１０％論文の５０.４％を産出している

（図７）。この値は，前述の全論文の場合（３６.７％）

よりも高い。また，上位１０％論文における８大学

の SCIにおけるシェアは２.３─２.６％と，全論文の場

合のシェアと変わらず，被引用数の高い論文もほ

ぼ同じ割合で産出している（ただし，８大学の中

でも，１９９９─２００１年に，上位１０％論文のシェアが

全論文のシェアよりも高くなっているのは４大学

のみである）。一方で，それ以外の大学を見ると，

全論文における世界シェアと比して，上位１０％論

文でのシェアがだいぶ低いことが図からもわかる

（ただし，これらの大学の中にも，論文数は少な

いが，上位１０％論文のシェアが全論文のシェアよ

９　本多，慶伊（２００５）は，化学論文データベースであるケミカル・アブストラクトを分析し，１９７０年以降の日本全体の論

文数増加率は東京大学の論文数増加率よりも高いことを明らかにした。他国ではトップ大学の論文数増加率のほうが国

全体の論文数増加率よりも高いため，日本はトップ大学に限らずに国全体で論文産出量を増しているという特異的傾向

があることを明らかにしている。

図７　大学セクターの論文シェア（引用数上位１０％を対象）

図６　大学セクターの論文シェア（全論文を対象）



大学評価・学位研究　第５号（２００７）66

り高い大学はある。岡崎国立共同研究機構の３研

究所，核融合研究所などの大学共同利用機関４機

関や，奈良先端科学技術大学院，北陸先端科学技

術大学院，豊橋技術科学大学といった科学技術系

の国立大学，および５つの私立大学である１０）。

　逆に，あまり引用されていない被引用数上位７５

─１００％のグループを見ると（図８），８大学は全

論文のシェアよりも低い値で推移しており，１９９０

年代前半に上昇し，２％程度という他の論文グ

ループにおけるシェアと近い値になっている。一

方，その他の大学のシェアは上昇しつづけており，

特に１９９０年代に大きく増加し１９９９年にピークを迎

えている。

３．３　集中と分散

　これまでの分析結果からは，日本の２つの特徴

がわかる。一つは日本の研究活動が多数の大学に

よって担われるようになってきたという，アク

ターの拡大（分散化）の傾向である。もう一つは，

この拡大傾向がありながら，被引用数の上位の論

文に限れば，少数の大学に変わらずに集中してい

るという傾向（卓越した研究の集中）である。こ

の特徴を集中度の指標を用いて定量的に示してみ

よう。集中度の指標はいくつかのものが提案され

ているが，アクターの絶対数の増減とその中での

相対的な集中度の両方に感度を有する指標として

ハーフィンダール指標を用いる（芳鐘２００３）。アク

ター iのシェアをSiとすると，ハーフィンダール指

標は次の式で表される。

　H ＝ Σ  S i2 

　ハーフィンダール指標の最大値は１であるが，

値を見やすくするために指標の値を１０,０００倍して

用いる（あるいはパーセンテージの値の二乗をと

る）ことが多く，ここでもそのようにして示す。

図９には実線で，大学セクターから生み出された

全論文と上位１０％論文のそれぞれにおける集中度

Ｈを示している。全論文の場合は，集中度は１９９０

年代半ばまで減少し，１９９６年以降，Ｈ＝２３０周辺の

ほぼ一定値をとっている。上位１０％論文において

も同様の傾向であり，集中度は１９９５年まで減少し，

それ以降はＨ＝４３０周辺の値をとっている。この

結果は，１９８０年代および９０年代前半には多様な大

学が研究活動に加わることによる分散化が進行し

たが，１９９０年代半ばにこの傾向が終了したことを

示している。

　また，図９には，日本の大学セクターの論文の

中で，論文数の多い上位８大学が著者に入ってい

る論文のシェア（全数カウント）の推移も点線で

同時に示している。上位１０％論文においては，８

大学のうち１大学でも関与した論文シェアは１９９０

年代の半ばからわずかに増している。

 

１０　１９９９─２００１年の３年間の論文数（分数カウント）が１００本以上の大学のみを対象とした場合。

図８　大学セクターの論文シェア（被引用数上位７５－１００％を対象）図８　大学セクターの論文シェア（被引用数上位７５－１００％を対象）
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４．論文生産の特徴の背景

　では，このような論文シェアの増加傾向や，論

文生産者の分散と被引用度の高い論文の集中の傾

向はなぜ生じたのであろうか。

　第一に考えるべき背景は，大学の数および大学

教員の数の増加に起因する分散化である。大学数

はこの２０年間で１.５倍となり，教員の数も１.４倍と

なっており，分散化傾向の要因となっていること

が考えられる。しかし，教員数で見ると，国立大

学に属している教員は３９％であり，論文数の多い

８大学に属している教員はわずか１３％である。そ

のため，論文数の７割が国立大学によって産出さ

れている現象を説明するためには十分ではない。

また，国立大学の教員数の伸びは２０年間で１.２倍で

あり，論文数の伸びよりもだいぶ小さい。

　一方で，教員以外の研究実施者としては大学院

生，特に，博士課程学生を考えることができる。

図１０に示すように，博士課程学生数は，大学審議

会が１９９１年に大学院生の１０年間での倍増を答申し

て以降に増加し，１９９０年の２８,３５４人から２００１年の

６５,５２５人へと増加した。これにより，多くの大学

で研究を実施する人的基盤が増強され，研究実施

者の分散化を促進したと考えられる。しかし，こ

のように博士課程学生の絶対数は増大したにもか

かわらず，博士課程学生のうちで国立大学に在籍

する者の割合は１９８０年代半ばには６０％であったも

のが１９９５年以降は７０％になり，さらに，論文数の

図９　集中度と８大学のシェアの推移

図１０　博士課程学生数の推移
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多い８大学へ在籍している割合はおよそ３５％で一

定である。すなわち，少数の大学に在籍する博士

課程学生数が増大しているのである。この背景に

は，旧帝大を中心に大学院重点化が実施され大学

院生の定員が増加したことがある。このような少

数の大学における博士学生数の増加は，研究・教

育環境が恵まれた大学に優れた学生が集中するこ

とをも可能とし，大学間での研究パフォーマンス

に差を生じさせうる要因となっている。

　また，人材と並び重要な資源である研究費につ

いても，総額は増大してきた一方で少数の大学へ

の集中は増している。Asonuma （２００２）によれば，

国立大学の研究活動のための基盤的な経費である

教官当積算校費は，１９８０年代には実質値で総額は

停滞，単価は減少していたが，１９９２年より増加し

研究活動の基盤を強化した。その一方で，一般大

学経費においても１９８０年代には「特別教育研究経

費」などの選択的に配分される費目の額が増える

とともに，１９９０年代には大学院重点化を行った大

学への配分額が増加し，差別化が進んだ。

　また，競争的研究費の代表的存在である科学研

究費補助金（科研費）は，その予算額の推移を見

ると，１９８０年代は実質値でみれば毎年数％程度の

増加であるが，１９９２年以降は毎年，前年度比１０％

近い伸びを示し，１０年間で２.６倍に増加している。

このような科研費の増額による採択者の増加は多

様な研究者の研究活動を促進していった面がある

一方，２００１年には大学（短大等を除く）へ配られ

た科研費のうちで，８０％が国立大学，４９％が論文

数の多い８大学へ配分されている。

　また，１９９６年の科学技術基本計画実施以降には

科研費以外の競争的資金制度がいくつか創設され，

大学はよりいっそう複数の資金源から競争的資金

を獲得できるようになった。しかし，科研費が少

額の研究費を多数の研究者に分配する傾向が強い

のに対し，新設された競争的資金制度である「未

来開拓学術研究推進事業」や「戦略的基礎研究推

進事業」は，高額な研究費を少数のプロジェクト

へ配分するものであり，結果的に研究能力の高い

大学へ重点的に配分されるという特徴を有する。

そのため，２００１年の競争的研究費の全体額（科研

費はその中のほぼ半分の額を占める）では，その

５２％が８大学へ配分されている（内閣府２００４）。

　これらの科研費総額と博士課程学生数の２つの

変数について，上位１０％論文数との関係を大学を

分析単位として図示すると，図１１，１２のようにな

る。これは，自然科学系学部を有し，SCIに論文

が１本以上ある国立７５校（総研大を除く），公立３９

校，私立１５７校を対象としたものであり，規模によ

る見かけ上の相関を防ぐためにいずれも教員数で

除した値を用いている。また，SCIが自然科学系

の論文のみを対象としていることから，科研費総

額と博士課程学生数のデータも自然科学系のみを

集計したものを用いており１１，論文数と資源の

データには１年のタイムラグをおいた。図上のプ

ロット円の大きさは教員数に比例する。

　教員あたりの被引用数上位１０％論文数と科研費

総額との相関係数は０.７６，博士課程学生数との相

関係数は０.６３であり（ともに p ＜０.０１），特に図１１

において科研費との間にはきれいな相関関係を確

認できる。一方，図１３，図１４は，同様な方法で教

員当たりの被引用数上位７５─１００％論文数と２変数

の関係を示したものであるが，相関係数はそれぞ

れ０.６１と０.５５であり （p ＜０.０１），上位１０％論文の

相関係数と比べれば有意に低い（それぞれ p ＜

０.０１, p ＜０.０５）。特に科研費額との関係において，

被引用数上位１０％論文では科研費額の増大に比例

して論文数が増加するという線形の関係が見られ

るが（図１１），被引用数上位７５─１００％論文では教員

当たり科研費が百万円程度までは，科研費の増加

に伴い論文数が増加するが，それ以上になると論

文数の増加率が減速するという収穫逓減傾向が認

められる（図１３）。４つの各図に対して近似式を当

てはめると，図１３以外の３つの図では，線形式が

対数式や累乗式よりも当てはまりが良いが，図１３

では収穫逓減傾向を示す対数式が最も R2値が高

１１　科研費に関するデータは，国立情報学研究所 NACSIS-IRの「科学研究費補助金採択課題データベース」を用いて，理学，
工学，農学，医学，および複合領域において自然科学系と考えられる研究分野コードの課題のみを集計した。教員数と

博士課程学生数については総務省の科学技術研究調査の個票を入手し自然科学系の学部のみを集計した。なお，これら

データの入手と相関分析は文部科学省科学技術政策研究所「基本計画の達成効果の評価のための調査」（H１５─１６年度科
学技術振興調整費）の一環で実施したものである。詳細については科学技術政策研究所レポート No.７９および No.８８を参
照。
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く当てはまりが良い１２。

　以上の結果をまとめると，教員当たり科研費額

と博士課程学生数の多い大学ほど論文を多く生産

するという傾向が全体的にあり，特に，教員当た

り科研費額が一定程度以上に達した場合には，単

なる論文総数の増加よりも，被引用数の高い論文

を多く産出するという傾向があると言える。この

結果は，研究費や博士学生の獲得が論文生産に好

影響を与えるという可能性を示唆するが，逆に被

引用数の高い論文を多く産出した大学がその後に

研究費や博士課程学生を多く獲得できるという逆

方向の因果関係も存在することは容易に予想され

る。このような両方向の因果関係によって，「富む

もの（大学）がさらに富む」という傾向はマタイ

効果と称されており（Merton １９６７），本分析結果

は，そのような資源と論文の集中化が同時展開し

ている様相の一時点を切り出したものとも考えら

れよう。

　また，このような資源以外にも様々な要因が

SCIにおける論文数の増加へ影響してきたことは

想定される。一つには英文のジャーナルへ研究成

果を発表するという，研究発表の文化自体の変化

が挙げられる。たとえば，英語以外の論文も数多

く収録している化学分野のデータベースであるケ

１２　近似式の当てはめでは，被説明変数（教員当たり論文数）あるいは説明変数（教員当たり科研費総額あるいは博士課程

数）の少なくとも一方が０の大学は除いている。

図１１　科研費総額と引用数上位１０％論文との関係 図１２　博士課程学生数と引用数上位１０％論文との関係

図１３　科研費総額と引用数上位７５─１００％論文との関係 図１４　博士課程学生数と引用数上位７５─１００％論文との関係
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ミカル・アブストラクト（CAplus）を用いて検索

すると，著者所属国に日本を含むジャーナル論文

（大学以外も含む）のうちで，英文で書かれたも

のの割合は，１９８２年には５７.８％（２０,８３２本）であっ

たが，２００２年には６８.５％（５３,９３５本）へと上昇して

いる１３。すなわち，少なくとも化学領域においては，

日本語よりも英語で論文を発表する比率が上昇し

ている。

　また論文生産に影響を与える別の要因として評

価制度の導入が挙げられる。前述のようにオース

トラリアでは，論文数を指標の一つとする資金配

分方式の導入によって平均被引用数の低い論文誌

への投稿論文数が増加した（Butler ２００３）。日本

の場合には，そのような資金配分との結びつきは

ないが，１９９１年には自己点検・評価が導入され，

１９９９年に行われた調査（米澤２０００）では９０.２％が

研究活動の自己点検・評価を行ったと回答し，

８２.２％が「著者や論文・報告書のリストアップ」

を「大変重視した」あるいは「ある程度重視した」

と回答している。２０００年からは大学評価・学位授

与機構が大学の研究評価を開始し，教員はこれま

で以上に研究成果の産出を求められる環境におか

れるようになった。このような評価の制度化が論

文生産数の増加を後押ししてきた可能性はある。

　これらの各種要因を総合的に踏まえて考察する

と，１９８０年代までは校費などの基盤的資金の一定

程度の配分や，科研費の増加，ならびに研究成果

の国際雑誌への発表の一般化によって多くの大学

が英文論文の産出数を増し，研究実施者の分散化

が緩やかに展開した。１９９０年代に入ると大学院生

数，基盤的資金，科研費が急増し，さらに評価制

度の導入が教員の論文生産を誘引することにより，

大学セクターの論文数の増大をもたらした。しか

し，一方で影響力の低い論文数が増加するという

結果も生んだ。同時に，資源はその総体の増加に

もかかわらず少数の大学へ重点化することで，そ

れら大学での被引用数の高い論文産出数の増加を

支え，さらに１９９０年代後半になると科学技術基本

計画に伴う科研費以外の競争的資金がいっそう少

数の大学への集中を増し，論文生産においても分

散化傾向から集中傾向へと緩やかに転じたと考え

ることができる。しかし各種の資源や制度が実際

にどの程度影響を及ぼしたかは，論文数を増やし

た研究グループや学科などを対象としたアンケー

ト調査などのミクロレベルでの調査を実施して実

態を把握することが必要であり，それは論文デー

タを分析対象とする本稿の目的を超えるものであ

る。

５．おわりに

　本稿では，過去２０年間の日本の論文を，被引用

数の高さ，および論文を産出しているセクターや

機関という２つの次元から内部構造を分析し，日

本の研究活動の構造的な特徴を明らかにし，その

背景を考察した。

　ではこのような論文データの分析は，大学評価

に対してどのような含意を持ち得るであろうか。

方法論的含意としては，このような被引用分布を

用いた分析を行うことによって，論文総数や被引

用総数によって一律に大学をランキングするのと

は異なる形で，大学の研究活動の特徴や課題を定

量的に示しうることが明らかとなった。さらに，

研究費や博士課程学生といった資源のデータは研

究成果との相関を有しており，研究活動の状況を

把握するために参照しうる指標であることも示さ

れた。

　このような方法論的含意に加えて，分析結果か

らは，今後に日本で実施する評価方法の方向性に

ついても含意が得られる。研究者の研究活動が，

評価方法によって少なからず影響を受けることを

考慮すると，今後の評価で求められることは，論

文の数をこれまで以上に増すことを強く誘因する

ような評価方法ではなく，研究成果の質を高める

ことを促す評価方法であると言える。日本は既に

論文数では世界第２位を英国と争う立場にまで

なったが，その過程で引用されない論文の数を急

速に増してきた。被引用数が研究成果の質をある

程度反映していると仮定すれば，このような現状

において，単純に論文数を指標として評価するこ

とは有効ではなく，研究成果の質によりいっそう

１３　ここには企業による論文も入っており，それらは大学による論文よりも日本語の比率が高いことが想定される。本多，

慶伊（２００５）がケミカル・アブストクトを用いて，２００３年の大学ごとの論文を調べた結果では，英文の割合が８０％程度

の値に集中していたという。
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の重点をおいた評価方法の構築が期待される。

　一方でこの分析結果が，評価に基づく資金配分

に対して，どこまで含意を持ちうるかは不明であ

る。本分析では，資源を多く獲得している大学に

おいて，特に被引用数の高い論文が多く生産され

ているという結果が得られた。しかし，この結果

から，今後に資源がより集中することで，さらに

被引用数の高い論文が作成されうると単純に考え

ることはできない。なぜなら，これらの少数の大

学の論文の多くは他の大学や機関との共著で書か

れており，資源の過度な集中がそれらの大学や機

関の研究基盤を弱体化させれば，共同研究関係が

継続しづらくなる可能性もあるからである。

　実際，１９９１年には，論文数の多い８大学が産出

した論文１５,４３２本のうちで，ほかの国内外の大学

や機関との共著は４６.２％であった。しかし，２００１

年には２３,８９２本のうちの６１.８％が共著となってい

る。被引用数上位１０％論文に限ってみれば，２００１

年には６８.１％が共著と，より高い１４。このように半

分以上の論文が他の大学や機関との共同で作成さ

れていることを考えると，資源の過度な集中に

よってこれらの共同関係が壊れ，継続的な論文生

産が困難になるリスクも存在していることを認識

すべきであろう。

　また，共著関係からは８大学以外の大学は，地

域の公的研究所や病院との共同によって多くの論

文を産出していることも明らかになる。これらに

は医療や環境分野の研究が多く，被引用数によっ

て示される学術的影響ではない別の効果を生んで

いることが予想される。このような研究を支援す

るための資金配分も別に十分考慮されなければな

らない。

　本稿で分析を行った２００２年以降には，２１世紀 

COEプログラムをはじめとして競争的に配分さ

れる研究資金は増大し，また国立大学の法人化に

よって大学間の競争もいっそう顕在化するように

なった。その中で国の研究実施構造がさらにどの

ように変化しているかを継続的に分析することは

必要であり，特に研究資源の集中化の進展と多種

多様な研究活動の確保とのバランスの関係を詳細

に分析することによって，今後の政策形成や評価

方法の形成に反映させていくことが求められよう。
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　This paper reveals changes in the performance and structure of research system in Japan by analyzing 

the past 20 years’ bibliometic data. The analyses of the distribution of publications by citation frequency 

shows that although Japan gradually increased its production of highly cited publications, its share of low-

cited publications is much higher than that of the former. Detailed analyses show that the top eight 

universities account for half of the highly cited publications in the university sector, while other hundreds of 

universities have radically increased their publications since 1990. The expansion of financial and human 

resources for research in the 1990s enabled new actors to be involved in scientific research. However, the 

resources were concentrated in a small number of universities, and the networks of collaboration around 

them were reinforced.
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